
 

                      令和７年度 学校評価報告書（目標設定・実施結果）                   座間支援学校 
 

 視点 
４年間の目標 

（令和６年度策定） 
１年間の目標 

取組の内容 校内評価 学校関係者評価 総合評価（３月17日実施） 

具体的な方策 評価の観点 達成状況 課題・改善方策等 （３月４日実施） 成果と課題 改善方策等 

１ 
教育課程 
学習指導 

○カリキュラムマネ
ジメントを進め、
「わかる」「でき
る」「伝わる」力の
育成を目指す。 
 

①ＩＣＴの利活用を
推進し、育てたい力
を明確にした授業実
践・授業改善に取り
組む。 

①ＩＣＴ利活用のための研修
及び1人1台端末を活用した
授業実践を積み重ね、児童・
生徒の実態に即したＩＣＴ活
用指導力の向上を図る。 
 
②単元配列表を整備し、学習
内容を分かりやすく示す。 

①文科省調査「授業にＩＣ
Ｔを活用して指導する能
力」項目の「ややできる」
以上が、７割を超えること
ができたか。 
 
②単元配列表が整備され、
分かりやすく示すことがで
きたか。 

①ＩＣＴ活用授業が「で
きる・ややできる」と答
えた教員は66％で、目標
の７割を超えることはで
きなかった。 
 
②単元配列表により、系
統的・教科横断的な授業
づくりが意識できた。 

①昨年度の63.5%か
ら微増はしている。
活用は進んでいる
が、自己評価に個人
差がある。 
 
②定期的な指導内容
の改善や教科間での
調整を図っていく。 

[保護者ｱﾝｹｰﾄ]ＩＣＴ機
器を活用した授業づく
りを工夫しているか 
肯定的70% 否定的10% 
分からない 20% 
[学運協] ＩＣＴを使い
こなしている様子に感
心した。事業所などに
も情報共有したい。 

ＩＣＴ活用は校内研
究と連動して着実に
進展している。教員
各々の活用能力向上
をさらに図る。 
単元配列表による学
習内容の見える化で
計画的な授業実践が
進んでいる。 

研究研修班と情報班
の連携を深め、ＩＣ
Ｔ環境整備と実践研
究を促進する。 
 
単元配列表の共有・
活用と改善を進め、
オープンツール化を
目指す。 

２ 
児童・生徒 
指導・支援 

○児童・生徒一人ひ
とりの特性や教育的
ニーズを的確に把握
し、支援・指導を組
織的に行う。 

①関係者が専門性を
発揮し、チームで多
面的に児童・生徒の
実態把握を行い、組
織的に支援・指導を
行う仕組みを整え
る。 

①担任と専門職、教育相談担
当で実施したアセスメント結
果を、個別教育計画や日々の
支援・指導に反映させる。 

①客観的なアセスメントに
基づき、実施する支援・指
導の仕組みが整い、それに
より、児童・生徒に変容が
見られたか。 

①校内ケース会で当該児
童・生徒の見立てをアセ
スメント結果から把握
し、ケース会の内容を充
実させることができた。 
 

①アセスメント結果
の読み取りや評価の
付け方等をさらに共
有し、学年として実
施できるよう働きか
けていく。 

[学運協]学習指導要領
に即しながら、能力や
環境について見立てを
したうえでかかわって
いくことが重要であ
る。 

アセスメント結果の
フィードバックによ
り、実態把握と具体
的な支援方法につい
てチームで検討する
ことができた。 

フィードバックを継
続して行い、一人ひ
とりに焦点を当てた
目標や支援方法の検
討、子どもの変容に
繋がった好事例の共
有を積み重ねる。 

３ 
進路指導 
・支援 

○一人ひとりの社会
的自立や生活の充実
をめざし、主体的な
進路選択や個に応じ
た進路実現を支援す
る。 

①自立や生活の充実
に向けた自己選択・
自己決定の支援を系
統的に行うととも
に、本人保護者と進
路情報を共有し、適
切な進路決定に繋げ
る。 

①児童・生徒に自己表出・自
己選択・自己決定の経験を豊
かに積ませる。また、ニーズ
に応じた進路情報を提供し、
共有化を図る。 

①自己表出・自己選択・自
己決定のための機会を多く
作れたか。また、必要とさ
れる進路情報の提供がなさ
れたか。 

①進路説明会・進路学習
会また進路見学会の機会
を持つとともに、生徒に
向けた先輩の話を聞く機
会を設け、今必要と思わ
れる情報を提供した。 

①教員間で連携し、
系統的に進路支援を
していくために、校
内向けの情報発信の
機会をさらに設けら
れるとよい。 

[保護者ｱﾝｹｰﾄ]進路や福
祉制度について早い段
階から情報共有がなさ
れているか 
肯定的91% 否定的７% 
分からない ２% 

事前のアンケートや
意向調査等を実施し
てあらかじめ情報を
集め、進路面談等で
は生徒と保護者の希
望や意向に応じた情
報共有が図れた。 

多様化する進路の選
択肢の中から、生徒
自身が適切に自己選
択・自己決定できる
よう引き続き生徒・
保護者と丁寧な情報
共有に努める。 

４ 
地域等との 
協働 

〇地域との連携及び
地域資源を活用した
教育活動を積み重
ね、地域に開かれた
学校づくりを推進す
る。 
 
〇センター的機能を
充実させるとともに
交流及び共同学習を
進め、インクルーシ
ブ教育を推進する。 

①小学校や高校等と
の交流及び共同学習
を推進するととも
に、地域資源の活用
等により本校への理
解推進を図る。 
 
②センター的機能の
充実を図り、インク
ルーシブ教育推進に
ついて理解啓発を図
る。 

①入谷小、座間高、分教室設
置校等との交流及び共同学習
や職員交流を積み重ねる。ま
た、地域資源を活用した学習
活動を推進する。 
 
②学校全体としてセンター的
機能を発揮する機会を増やす
とともに、切れ目ない支援部
会の活動等によりインクルー
シブ教育の理解啓発を図る。 

①関係する各学校や地域と
の連携が深化し、お互いの
ことをよく知り合うことが
できたか。 
 
 
②アンケート等の結果をふ
まえセンター的機能の充実
やインクルーシブ教育推進
の理解啓発が図れたか。 

①高等部作業班では、入
谷小での清掃活動や、上
溝中・西中との共同学習
に取組むことができた。 
 
 
②巡回相談で相手校のニ
ーズを聞き取り、市教委
と協力して支援器具の導
入を行うなど、相手校内
で取り組める支援の提供
ができた。 

①地域への発信、交
流は推進できたが、
地域資源活用の視点
での授業づくりが必
要である。 
 
②巡回相談等で対応
した事例を、市のCo
会議等で共有するな
ど、支援力が般化し
ていくような取り組
みを行う。 

[学運協]地域との交流
は、関わった地域の人
にとっても重要な時間
である。子どもたちを
見守っていくだけでな
く、学校によって地域
が育まれていくために
も今後も取り組みを継
続していただきたい。 

地域や近隣小中高校
との交流及び共同学
習が多様化・深化し
教育活動の充実を図
ることができた。 
[保護者ｱﾝｹｰﾄ] では
インクルーシブ教育
の推進に取り組んで
いるかが「分からな
い」が32％と高かっ
たので、発信・情報
提供の改善が必要。 

取り組んでいる地域
交流や学校間交流を
単発のイベントでは
なく、その教育的意
義を指導計画に位置
付け、系統的・持続
可能な取り組みにし
ていく。 
インクルーシブ教育
推進に向けた取り組
みについて見える化
を検討する。 

５ 
学校管理 

学校運営 

〇安心で快適な教育
環境整備を進め、組
織的・計画的な学校
安全管理を推進す
る。 
 
〇組織的な学校運営
と校務の効率化を図
り、児童・生徒と向
き合うための時間を
確保するとともに、
不祥事・事故防止に
努める。 

①緊急事態に対応す
る訓練を充実させる
とともに、児童・生
徒の防災意識を高め
る取組を行う。 
 
②業務のスリム化を
さらに推進し、働き
やすい職場環境をつ
くるとともに、事故
の未然防止、不祥事
ゼロを達成する。 

①各種の緊急事態を想定した
訓練を積み重ねるとともに、
児童・生徒による主体的な防
災活動や防災教育を実施す
る。 
 
②連絡調整会議で全校視点の
業務改善を学期単位で検討、
推進する。Teamsの活用によ
るチーム内の情報共有を図
る。業務アシスタントやボラ
ンティア等の活用を推進し教
員の負担軽減を図る。ゆとり
を生み出し事故・不祥事防止
に繋げる。 

①児童・生徒の実態に応じ
た主体的な防災活動に取り
組み、防災意識を向上させ
ることができたか。 
 
 
②組織的な業務のスリム化
を積み重ねることができた
か。働きやすい職場と感じ
ている教員の割合が８割を
超えることができたか。事
故・不祥事ゼロを達成する
ことができたか。 

①生徒会を中心に防災に
ついて話し合い、防災ク
イズを考え校内に掲示す
るなど防災意識を高める
ことができた。 
 
①新年度に向け年間予定
や教育課程の見直しを行
い、児童・生徒と向き合
うための時間をさらに確
保するよう改善を図っ
た。 

①学校全体の視点で
生徒会を中心として
できる取り組みを生
徒と一緒に考え取り
組んでいく。 
 
②教員アンケートで
は、働きやすい職場
と感じる割合が57％
に留まっており、さ
らなる改善が必要で
ある。 

[保護者ｱﾝｹｰﾄ]防災対策
等は整備されているか 
肯定的83%  否定的４% 
分からない 13% 
[学運協]市には医療的
ケアのコーディネータ
ーがいる。福祉避難所
として医療的ケアが必
要な方を受け入れるこ
とを想定して、防災部
会のメンバーに福祉の
関係者を加えることも
考えられる。 

体験的活動による防
災学習や自主的な防
災活動が進展した。
あらゆる事態を想定
した有事への備えを
さらに進める。 
[教職員ｱﾝｹｰﾄ]によ
れば、組織的な業務
のスリム化を積み重
ねることができたか
は、肯定的意見が
37％と低いレベルで
あり、業務改善は依
然として大きな課題
である。 

各種訓練の反省をも
とに災害想定を変え
てより具体的な状況
を設定した訓練内容
にしていく。 
 
教育課程や年間予定
の見直しについて、
その効果を検証す
る。多様な勤務形態
の職員が増加する中
で、効率的な会議や
打ち合わせ方法、情
報共有の在り方をさ
らに工夫する。 

 


